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４．届出書及び添付図書 

■ 開発行為 

  ◇届出書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（別添）様式１ 

  ◇添付図書 

   ・当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示する 

図面（縮尺 1,000 分の１以上） 

   ・設計図（縮尺 100 分の１以上） 

   ・その他参考となるべき事項を記載した図書 

■ 建築等行為 

  ◇届出書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（別添）様式２ 

  ◇添付図書 

   ・敷地内における住宅等の位置を表示する図面（縮尺 100 分の１以上） 

   ・住宅等の２面以上の立面図及び各階平面図（50 分の１以上） 

   ・その他参考となるべき事項を記載した図書 

■ 届出内容の変更 

  ◇届出書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（別添）様式３ 

  ◇添付図書 

   ・上記のそれぞれの場合と同じ 
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凡例：      居住誘導区域 

※ただし、区域内であっても土砂災害特別警戒区域は含めません。 

 

 

石動エリア 

津沢エリア 
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都市機能誘導区域外における届出（法第１０８条関係） 

 

１．都市機能誘導区域とは 

 小矢部市立地適正化計画において定める、日常生活サービス機能を都市の中心拠点や生活拠点

に誘導し集約することにより、これらの各種サービスの効率的な提供を図る区域です。 

（５．都市機能誘導区域図参照） 

 

２．届出制度の内容 

 法第１０８条第１項の規定に基づき、都市機能誘導区域外においては、誘導施設の整備を行う

場合には、これらの行為に着手する日の３０日前までに、行為の種類や場所などについて、市長

への届出が必要となります。 

 

３．届出の対象となる行為 

■ 開発行為 

  ・誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとする場合 

■ 建築等行為 

  ・誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

  ・建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して誘導施設を有する建築物とする場合 

■ 対象となる施設（誘導施設） 

  【石動エリア】 

○交流・コミュニティ施設 地域交流センター 

○文化施設 図書館 

  【石動・津沢エリア】 

○教育・保育施設 幼保連携型認定こども園 

○商業施設 大規模小売店舗 店舗面積 1,000 ㎡以上 

（国道８号沿線の立地を除く） 

 

４．届出書及び添付図書 

■ 開発行為 

  ◇届出書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（別添）様式４ 

  ◇添付図書 

   ・当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示する 

図面（縮尺 1,000 分の１以上） 

   ・設計図（縮尺 100 分の１以上） 

   ・その他参考となるべき事項を記載した図書 

■ 建築等行為 

  ◇届出書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（別添）様式５ 

  ◇添付図書 

   ・敷地内における住宅等の位置を表示する図面（縮尺 100 分の１以上） 

   ・住宅等の２面以上の立面図及び各階平面図（50 分の１以上） 

   ・その他参考となるべき事項を記載した図書 
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■ 届出内容の変更 

  ◇届出書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（別添）様式６ 

  ◇添付図書 

   ・上記のそれぞれの場合と同じ 

 

５．都市機能誘導区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例：      都市機能誘導区域 

※ただし、区域内であっても土砂災害特別警戒区域は含めません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈問い合わせ先〉 

小矢部市役所 産業建設部都市計画課 

TEL：0766-67-1760 FAX:0766-67-1452 

                  平成２９年３月版 

石動エリア 

津沢エリア 


